
国立大学法人　東北大学　の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

　法人の長

  理事

　理事

  （非常勤）

　　当法人においては、期末特別手当において当該役員の業績評価に基づき、その額の１００
　　分の２５の範囲内でこれを増額し、又は減額することができることとしている。

           役員報酬支給基準は、月額及び期末特別手当から構成されている。月額に
           ついては、国立大学法人東北大学役員給与規程に則り、本給（1,198,000円）
　　　　　 に地域手当（71,800円）を加算して算出している。期末特別手当についても、
　　　　　 同規程に則り、期末特別手当基礎額（本給＋地域手当＋本給×１００分の
　　　　　 ２５＋本給及び地域手当×１００分の２０）に６月に支給する場合においては
           １００分の１４７．５、１２月に支給する場合においては１００分の１６２．５を乗じ
           て得た額に、基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の在職期間に応
           じた割合を乗じて得た額としている。さらに、その額の１００分の２５の範囲内
           でこれを増額し、又は減額することができることとしている。
　　　　　 なお、平成２６年度では、給与法指定職の改定に準拠した期末特別手当支
　　　　　 給率の引き上げ（年間0.15ヶ月分）を実施した。

           役員報酬支給基準は、月額及び期末特別手当から構成されている。月額に
           ついては、国立大学法人東北大学役員給与規程に則り、本給に地域手当を
　　　　　 加算して算出している。期末特別手当についても、同規程に則り、期末特別
   　　　  手当基礎額（本給＋地域手当＋本給×１００分の２５＋本給及び地域手当×
           １００分の２０）に６月に支給する場合においては１００分の１４７．５、１２月に
           支給する場合においては１００分の１６２．５を乗じて得た額に、基準日以前６
           箇月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額と
            している。さらに、その額の１００分の２５の範囲内でこれを増額し、又は減額
           することができることとしている。
　　　　　 なお、平成２６年度では、給与法指定職の改定に準拠した期末特別手当支
　　　　　 給率の引き上げ（年間0.15ヶ月分）を実施した。

           非常勤役員報酬支給基準は、非常勤役員手当としている。非常勤役員手
　　　　　 当は、国立大学法人東北大学非常勤役員手当支給基準に則り月額とし、
           基準額を基本としている。

  ②  平成２６年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び導入
　　実績を含む。）

　③ 役員報酬基準の内容及び平成２６年度における改定内容

  ①  役員報酬の支給水準の設定についての考え方

　　国立大学法人東北大学の主要事業は教育・研究事業である。役員報酬水準を検討する
　　にあたって、他の国立大学法人、国家公務員、類似事業を実施している民間法人や独立
　　行政法人等のほか、国・地方公共団体が運営する教育・研究機関のうち、常勤職員数（東
    北大学4,540人）や教育・研究事業で比較的同等と認められる、以下の法人等を参考とした。
　　　　(1) 国立大学法人（旧帝国大学）･･･当該法人は、同じ国立大学法人として教育・研究事
　　　　　　 業を実施して いる。公表資料によれば、平成25年度の長の年間報酬額は
　　　　　　 20,000,000円前後であり、公表対象年度の役員報酬規程に記載された本俸額等を
             勘案すると、当法人と同水準と推定される。同様の考え方により、理事及び監事につ
　　　　　　 いても同水準と推定される。
        (2) 事務次官年間報酬額･･･22,652,000円



  監事

　監事

  （非常勤）

           役員報酬支給基準は、月額及び期末特別手当から構成されている。月額に
           ついては、国立大学法人東北大学役員給与規程に則り、本給に地域手当を
　　　　　 加算して算出している。期末特別手当についても、同規程に則り、期末特別
   　　　  手当基礎額（本給＋地域手当＋本給×１００分の２５＋本給及び地域手当×
           １００分の２０）に６月に支給する場合においては１００分の１４７．５、１２月に
           支給する場合においては１００分の１６２．５を乗じて得た額に、基準日以前６
           箇月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額と
            している。さらに、その額の１００分の２５の範囲内でこれを増額し、又は減額
           することができることとしている。
　　　　　 なお、平成２６年度では、給与法指定職の改定に準拠した期末特別手当支
　　　　　 給率の引き上げ（年間0.15ヶ月分）を実施した。

           非常勤役員報酬支給基準は、非常勤役員手当としている。非常勤役員手
　　　　　 当は、国立大学法人東北大学非常勤役員手当支給基準に則り月額とし、
           基準額を基本としている。



２　役員の報酬等の支給状況
平成２６年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

21,467 14,376 5,922
862
306

（地域手当）
（一時金）

千円 千円 千円 千円

16,298 10,944 4,422
656
49

225

（地域手当）
（通勤手当）

（一時金）

千円 千円 千円 千円

16,342 10,944 4,508
656
233

（地域手当）
（一時金）

千円 千円 千円 千円

16,366 10,944 4,508
656
24

233

（地域手当）
（通勤手当）

（一時金）

千円 千円 千円 千円

16,637 10,008 4,176

1,725
420
99

208

（地域手当）
(単身赴任手当)
（通勤手当）

（一時金）

◇

千円 千円 千円 千円

16,005 10,944 4,172
656
24

208

（地域手当）
（通勤手当）

（一時金）

千円 千円 千円 千円

16,333 10,944 4,422
656
79

230

（地域手当）
（通勤手当）

（一時金）

千円 千円 千円 千円

14,402 9,312 3,836

558
420
77

198

（地域手当）
(単身赴任手当)
（通勤手当）

（一時金）

◇

千円 千円 千円 千円

11,623 8,640 2,158
518
142
164

（地域手当）
（通勤手当）

（一時金）

千円 千円 千円 千円

1,236 1,236 0 0

注１：総額、各内訳について千円未満切り捨てのため、総額と各内訳の合計額は必ずしも一致しない。

注４：「前職」欄の「◇」は、役員出向者であることを示す。

その他（内容）

Ｃ理事

Ｄ理事

注２：「地域手当」とは、民間における賃金、物価及び生計費が特に高い地域に在勤する役員に支給し
　　　ているものである。

法人の長

A理事

B理事

Ｂ監事
（非常勤）

前職

Ｆ理事

就任・退任の状況
役名

Ｅ理事

Ｇ理事

A監事

注３：「一時金」とは、「Ⅰ．１．③ 役員報酬基準の内容及び平成２６年度における改定内容」及び給与
　　　法の改定に準拠した通勤手当の引き上げを平成27年1月1日で実施したことから、期末特別手当
　　　にあっては平成26年12月期に実施、通勤手当については平成26年4月1日に実施したものと仮
　　　定した場合の差額相当額及びを一時金として支給したものである。



３　役員の報酬水準の妥当性について
【法人の検証結果】

  法人の長

理事

理事（非常勤）
該当者なし　　 　

　　　　　　　東北大学は、建学以来の伝統である「研究第一」と「門戸開放」の理念を
　　　　　　　掲げ、世界最高水準の研究・教育を創造し、また、研究の成果を社会が
　　　　　　　直面する諸問題の解決に役立て、指導的人材を育成することによって、
　　　　　　　平和で公正な人類社会の実現に貢献することを使命としており、その使
　　　　　　　命をより高度に実現するために、「ワールドクラスへの飛躍」と「東北の復
　　　　　　　興・日本新生の先導」の取組みを、総長のリーダーシップの下で推進して
　　　　　　　いる。
　　　　　　　そうした中で、東北大学の理事は、総長の定めるところにより、総長を補
　　　　　　　佐して本学の業務を掌理する職務を担っている。
　　　　　　　理事の年間報酬額は、人数規模が同規模である民間企業の役員報酬
　　　　　　　4,662万円と比較した場合それ以下であり、また、事務次官の年間給与
　　　　　　　額2,265万円と比べてもそれ以下となっている。
　　　　　　　東北大学では、理事の報酬月額を法人化移行前の国家公務員指定職俸
　　　　　　　給表の俸給月額を踏まえて決定しているが、理事の職務内容の特性は上
　　　　　　　記のとおりであり、これまでの各年度における業績評価の結果を勘案した
　　　　　　　ものとしている。
　　　　　　　また、他の旧帝国大学の理事の報酬水準と同水準となっている。
　　　　　　　こうした職務内容の特性や旧帝国大学との比較を踏まえると、報酬水準
　　　　　　　は妥当であると考えられる。

　　　　　　　東北大学は、建学以来の伝統である「研究第一」と「門戸開放」の理念を
　　　　　　　掲げ、世界最高水準の研究・教育を創造し、また、研究の成果を社会が
　　　　　　　直面する諸問題の解決に役立て、指導的人材を育成することによって、
　　　　　　　平和で公正な人類社会の実現に貢献することを使命としており、その使
　　　　　　　命をより高度に実現するために、「ワールドクラスへの飛躍」と「東北の復
　　　　　　　興・日本新生の先導」の取組みを、総長のリーダーシップの下で推進して
　　　　　　　いる。
　　　　　　　そうした中で、東北大学の総長は、常勤職員数約4,500人の法人の代表
　　　　　　　として、その業務を総理するとともに、校務を司り、所属職員を統督して、
　　　　　　　経営責任者と教学責任者の職務を同時に担っている。
　　　　　　　総長の年間報酬額は、人数規模が同規模である民間企業の役員報酬
　　　　　　　4,662万円と比較した場合それ以下であり、また、事務次官の年間給与額
　　　　　　　2,265万円と比べてもそれ以下となっている。
　　　　　　　東北大学では、総長の報酬月額を法人化移行前の国家公務員指定職俸
　　　　　　　給表の俸給月額を踏まえて決定しているが、総長の職務内容の特性は上
　　　　　　　記のとおり法人化移行前と同等以上であると言え、これまでの各年度にお
　　　　　　　ける業績評価の結果を勘案したものとしている。
　　　　　　　また、他の旧帝国大学の長の報酬水準と同水準となっている。
　　　　　　　こうした職務内容の特性や旧帝国大学との比較を踏まえると、報酬水準は
　　　　　　　妥当であると考えられる。



監事

監事（非常勤）
監事に同じ　　 　

【文部科学大臣の検証結果】

　　　　　　　東北大学は、建学以来の伝統である「研究第一」と「門戸開放」の理念を
　　　　　　　掲げ、世界最高水準の研究・教育を創造し、また、研究の成果を社会が
　　　　　　　直面する諸問題の解決に役立て、指導的人材を育成することによって、
　　　　　　　平和で公正な人類社会の実現に貢献することを使命としており、その使
　　　　　　　命をより高度に実現するために、「ワールドクラスへの飛躍」と「東北の復
　　　　　　　興・日本新生の先導」の取組みを、総長のリーダーシップの下で推進して
　　　　　　　いる。
　　　　　　　そうした中で、東北大学の監事は、本学の業務を監査する職務を担って
　　　　　　　いる。
　　　　　　　監事の年間報酬額は、人数規模が同規模である民間企業の役員報酬
　　　　　　　4,662万円と比較した場合それ以下であり、また、事務次官の年間給与
　　　　　　　額2,265万円と比べてもそれ以下となっている。
　　　　　　　東北大学では、監事の報酬月額を法人化移行前の国家公務員指定職俸
　　　　　　　給表の俸給月額を踏まえて決定しているが、監事の職務内容の特性は上
　　　　　　　記のとおりであり、これまでの各年度における業績評価の結果を勘案した
　　　　　　　ものとしている。
　　　　　　　また、他の旧帝国大学の監事の報酬水準と同水準となっている。
　　　　　　　こうした職務内容の特性や旧帝国大学との比較を踏まえると、報酬水準
　　　　　　　は妥当であると考えられる。

               職務内容の特性や国家公務員指定職適用官職、他の同規模の国立大学
               法人等、民間企業との比較などを考慮すると、役員の報酬水準は妥当で
               あると考えられる。



４　役員の退職手当の支給状況（平成２６年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

4,371 4 0 H26.3.31 1.1

千円 年 月

該当者なし
監事

（非常勤）

理事

監事A

法人の長

注：「業績勘案率」の欄には、当法人の役員退職手当規程に基づき、退職手当の算
　　定に当たって当該退職役員の業績等を評価して乗じることとしている係数である
　　業績評価率を記載した。

法人での在職期間



５　退職手当の水準の妥当性について
【文部科学大臣の判断理由等】

区分

６　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

　 当法人においては、期末特別手当において、当該役員の業績評価に基づき、その額の
　 １００分の２５の範囲内でこれを増額し、又は減額することができることとしている。

法人の長

理事

当該監事は、本学の業務運営状況、業務執行状況及び会計処理状況の実態を把握し、関係
法令等に基づく適正な執行状況等について監査し、本学の業務の適正かつ効率的な運営を
確保することに大きく貢献した。当該監事の業績評価率については、これら監査業務に対する
貢献度と国立大学法人評価委員会が行う法人業績評価の結果を総合的に勘案した上で、本
学経営協議会の議を経て、1.1と決定した。

監事A

該当者なし

該当者なし監事
（非常勤）

判断理由

該当者なし



Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　③　 給与制度の内容及び平成２６年度における主な改定内容

　①　職員給与の支給水準の設定等についての考え方

　　国立大学法人東北大学職員の給与水準を検討するにあたって、他の国立大学法人等、
　　国家公務員のほか、平成２６年度職種別民間給与実態調査によるデータのうち、企業
　　規模別（東北大学4,540人）・職種別平均支給額を参考にした。
　　　　(1) 国立大学法人（旧帝国大学）･･･当該法人は、教育・研究事業等において類似
　　　　　　 する国立大学法人であり、法人規模についても同等となっている。
        (2) 国家公務員･･･平成２６年度において、国家公務員のうち行政職俸給表（一）の
　　　　　　 平均給与月額は408,472円となっており、全職員の平均給与月額は415,426円
             となっている。
        (3) 職種別民間給与実態調査において、当該法人と同等の規模や職種の大学卒の
             ４月の平均支給額は237,720円となっている。
　　また、教職員の業績及び能力の評価を適切に反映できる給与制度を構築するとともに、
　　各部局等に配置可能な教職員の上限数、総人件費の運用枠を設定し、適切な人件費
　　の管理に努める。

　　職員の勤務成績を考慮し、昇格、昇給を実施しているほか、勤勉手当の成績率に反映
　　している。
　　　(1)賞与：勤勉手当（査定分）
　　　　　　６月１日及び１２月１日（以下「基準日」という。）にそれぞれ在職する職員に対し、
　　　　　　基準日前６箇月以内の期間におけるその者の勤務成績に応じて支給割合を決定
　　　　　　する。
　　　(2)昇給
　　　　　　５段階ある昇給区分のうちから、昇給日（１月１日）前１年間におけるその者の勤
　　　　　　務成績に応じて昇給区分が決定される。
　　　(3)昇格
　　　　　　勤務成績が良好な職員で昇格基準に達した者は、その者の資格に応じ上位の級
　　　　　　に昇格させることができる。
　　　(4)降格
　　　　　　勤務成績が不良な場合は、下位の級に降格させることができる。

　　国立大学法人東北大学職員給与規程に則り、基本給及び諸手当（職責手当、初任給調
　　整手当、扶養手当、地域手当、広域異動手当、住居手当、通勤手当、単身赴任手当、特
　　殊勤務手当、特地勤務手当、超過勤務手当、休日給、夜勤手当、宿日直手当、期末手
　　当、勤勉手当、期末特別手当、寒冷地手当、衛生管理手当、特別手当及び招へい手当）
　　としている。
　　期末手当については、期末手当基礎額（本給＋扶養手当＋地域手当＋役職段階別加算
　　額＋管理職加算額）に６月に支給する場合においては１００分の１２２．５、１２月に支給す
　　る場合においては１００分の１３７．５を乗じ、さらに基準日以前６箇月以内の期間における
　　その者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額としている。
　　勤勉手当については、勤勉手当基礎額（本給＋地域手当＋役職段階別加算額＋管理職
　　加算額）に勤勉手当の支給細則に定める基準に従って定める割合を乗じて得た額として
　　いる。
　　なお、平成２６年度では、①平成26年4月1日において45歳に満たない職員を対象に、必
　　要に応じ1号俸の昇給回復、②平成27年1月1日より、本給月額を、若年層に重点を置い
　　て平均0.3％引き上げ、③平成27年1月1日より、初任給調整手当を、支給月額の限度額
　　を300円引き上げ、④平成27年1月1日より、交通用具使用者に係る通勤手当を、使用距
　　離の区分に応じ100円から7,100円までの幅で引き上げ、⑤平成27年1月1日より、勤勉手
　　当の支給率について、0.15ヶ月分の引き上げ、⑥「②～④」の改正を平成26年4月1日か
　　ら実施、「⑤」については平成26年12月期に実施したものと仮定した場合の差額相当額を
　　一時金として支給、⑦平成27年1月1日の昇給を１号俸抑制を実施した。

　②　職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方（業績給
　　の仕組み及び導入実績を含む。）



２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

3,866 43.6 6,981 5,249 62 1,732
人 歳 千円 千円 千円 千円

1,138 39.7 5,429 4,137 86 1,292
人 歳 千円 千円 千円 千円

1,919 47.8 8,643 6,447 56 2,196
人 歳 千円 千円 千円 千円

604 38.7 5,134 3,907 33 1,227
人 歳 千円 千円 千円 千円

8 56.4 5,506 4,155 64 1,351
人 歳 千円 千円 千円 千円

1
人 歳 千円 千円 千円 千円

194 40.1 5,366 4,077 65 1,289
人 歳 千円 千円 千円 千円

2

人 歳 千円 千円 千円 千円

75 63.1 2,974 2,546 86 428
人 歳 千円 千円 千円 千円

60 63.2 2,946 2,523 89 423
人 歳 千円 千円 千円 千円

4 63.0 3,508 2,999 68 509
人 歳 千円 千円 千円 千円

3 62.8 2,627 2,249 75 378
人 歳 千円 千円 千円 千円

1
人 歳 千円 千円 千円 千円

7 62.4 2,896 2,475 55 421

人 歳 千円 千円 千円 千円

647 41.6 3,472 2,824 89 648
人 歳 千円 千円 千円 千円

344 42.2 3,201 2,446 96 755
人 歳 千円 千円 千円 千円

99 43.2 5,312 3,985 75 1,327
人 歳 千円 千円 千円 千円

28 43.0 3,475 2,665 94 810
人 歳 千円 千円 千円 千円

6 36.3 3,860 2,981 86 879
人 歳 千円 千円 千円 千円

70 37.8 3,731 3,731 50 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

100 40.9 2,379 2,379 106 0

注３：「技能・労務職種」とは、自動車運転手、機械操作員、実験助手、用務員などの業務に従事する者を示す。
注４：非常勤職員のうち「研究支援職種」とは、給与を教育職本給表（一）相当で決定され、賞与が支給されない
　　　職種を示し、「研究補助職種」とは、給与を一般職本給表（一）相当で決定され、賞与が支給されない職種
　　　を示す。
注５：「在外職員」及び「任期付職員」は該当者がいないため記載を省略した。
注６：次に掲げる各区分中の職種については、該当者がいないため記載を省略した。

注７：職種区分のうち、当該人員が２人以下の職種については、当該個人に関する情報が特定されるおそれの
　　　あることから、人員以外は記載していない。

区分

技能・労務職種

指定職種

うち賞与

再任用職員

総額
人員

医療職種
（病院看護師）

事務・技術

注１：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。
注２：常勤職員のうち「指定職種」とは、特に指定された高度な業務を行う職種を示す。

教育職種
（大学教員）

うち所定内平均年齢

事務・技術

研究補助職種

非常勤職員

事務・技術

平成２６年度の年間給与額（平均）

常勤職員

医療職種
（病院医療技術職員）

教育職種
（歯科技工士養成学校教員）

教育職種
（大学教員）

研究支援職種

教育職種
（歯科技工士養成学校教員）

医療職種
（病院医療技術職員）

技能・労務職種

　　・各区分共通で、「医療職種（病院医師）」
　　・再任用職員のうち、「教育職種（大学教員）」及び「指定職種」
　　・非常勤職員のうち、「医療職種（病院看護師）」、「教育職種（歯科技工士養成学校教員）」及び「指定職種」

医療職種
（病院看護師）

技能・労務職種

医療職種
（病院医療技術職員）



〔年俸制適用者〕

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

600 40.2 6,463 6,463 51 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

75 44.4 6,171 6,171 82 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

519 39.4 6,538 6,538 46 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

3 66.8 2,877 2,877 101 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

3 47.8 4,352 4,352 17 0

教育職種
（大学教員）

技能・労務職種

医療職種
（病院医療技術職員）

平成２６年度の年間給与額（平均）

総額 うち所定内 うち賞与

常勤職員

事務・技術

区分 人員 平均年齢

注２：医療職種（病院医師）、医療職種（病院看護師）、「教育職種（歯科技工士養成学校教員）」及び指
　　　定職種については、該当者がいないため記載を省略した。

注１：年俸制適用者については、本学では常勤職員として取り扱っているが、年俸制非適用の常勤職員と
　　　は給与基準が異なる。



②

注１：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、④まで同じ。

注２：年齢24～27歳の該当者は１人であるため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、
　　　 年間給与及び年間給与額の第１・第３分位については表示していない

年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員（病院看護師）)
〔在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。以下、④まで同じ。〕
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③

（事務・技術職員）

平均
人 歳 千円

　代表的職位

　　部長 15 54.8 9,531

　　課長 67 53.2 8,035

　　課長補佐 90 48.9 6,777

　　係長 405 43.2 5,757

　　主任 227 38.2 5,045

　　係員 334 30.4 3,926

（教育職員（大学教員））

平均
人 歳 千円

　代表的職位

   教授 707 54.8 10,461

   准教授 578 46.0 8,367

   講師 98 47.0 7,821

   助教 506 40.5 6,504

   助手 30 46.8 6,292

（医療職員（病院看護師））

平均
人 歳 千円

　代表的職位

　　看護部長 1

　　副看護部長 5 55.7 7,206

　　看護師長 41 52.8 6,657

　　副看護師長 106 45.5 5,838

　　看護師 450 35.5 4,753

　　准看護師 1

注１：「看護部長」及び「准看護師」の該当者は１人のため、当該個人に関する情報が特定される
　　　 おそれのあることから、平均年齢及び年間給与額は表示していない。

注２：「看護師」には、看護師相当職である助産師を含む。

7,946～6,908

7,262～5,827

6,431～3,698

6,887～4,633

平均年齢
年間給与額

（最高～最低）
千円

15,323～7,885

10,400～6,087

9,115～6,090

7,944～5,224

7,124～5,587

分布状況を示すグループ 人員

注：「課長」には、課長相当職である事務長及び室長を含む。
　　「課長補佐」には、課長補佐相当職である専門員を含む。
　　「係長」には、係長相当職である専門職員を含む。

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢
年間給与額

（最高～最低）

職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員（病院看護師））

（最高～最低）
人員

10,630～6,392

7,999～5,762

千円

年間給与額

7,068～4,069

6,319～3,857

平均年齢

12,198～8,646

分布状況を示すグループ

千円

6,412～2,527



④

（事務・技術職員）

夏季（６月） 冬季（１２月） 計
％ ％ ％

61.5 64.4 63.0

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 38.5 35.6 37.0

％ ％ ％

         最高～最低 51.3～32.6 47.9～30.0 49.5～31.3

％ ％ ％

65.2 67.8 66.6

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 34.8 32.2 33.4

％ ％ ％

         最高～最低 46.9～31.6 38.9～28.7 42.6～30.1

（教育職員（大学教員））

夏季（６月） 冬季（１２月） 計
％ ％ ％

62.3 65.0 63.7

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 37.7 35.0 36.3

％ ％ ％

         最高～最低 51.2～33.2 50.0～30.5 50.6～31.9

％ ％ ％

65.2 67.8 66.5

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 34.8 32.2 33.5

％ ％ ％

         最高～最低 50.4～31.9 48.1～29.4 49.2～30.6

（医療職員（病院看護師））

夏季（６月） 冬季（１２月） 計
％ ％ ％

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

％ ％ ％

         最高～最低

％ ％ ％

64.8 67.4 66.2

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 35.2 32.6 33.8

％ ％ ％

         最高～最低 41.7～32.1 38.9～29.3 40.2～30.8

　

注：医療職員（病院看護師）における管理職員は２人のため、当該個人に関する
　　情報が特定されるおそれのあることから記載していない。

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

区分

一般
職員

一律支給分（期末相当）

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

賞与（平成２６年度）における査定部分の比率（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員
（病院看護師））

一律支給分（期末相当）

区分

管理
職員

一般
職員

一律支給分（期末相当）



３　給与水準の妥当性の検証等

事務・技術職員

医療職員（病院看護師）

対国家公務員
指数の状況

（参考）対他法人　　　　　　　　１０１．３

講ずる措置

・年齢・学歴勘案　　　　　　 　　８９．８

・年齢勘案　　　　　　　　　　　　９０．３
・年齢・地域勘案　　　　　　　 　９６．６

項目

　給与水準の妥当性の
　検証

内容

・年齢・地域・学歴勘案　　　  　９６．４

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

引き続き適正な給与水準の維持に努める。

対国家公務員
指数の状況

・年齢勘案　　　　　　　　　　　　１０１．７
・年齢・地域勘案　　　　　　　 　１０１．７
・年齢・学歴勘案　　　　　　 　　１００．１
・年齢・地域・学歴勘案　　　　  １００．０
（参考）対他法人　　　　　　　 　１００．５

【国からの財政支出について】
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　60.7％
（国からの財政支出額　110,772百万円、支出予算の総額　182,343百万
円：平成26年度予算）
【累積欠損額について】
累積欠損額　0円（平成25年度決算）

（法人の検証結果）
国からの財政支出の割合は60.7%と高い数値ではあるが、累積欠損額はな
く、対国家公務員の指数の状況等を総合的に勘案して、給与水準は適切
であると考える。

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

本学と国家公務員の職員構成の比率の違いが大きく影響していると思われ
る。特に2級以下の若年層については、本学74.7％に対し、国家公務員
87.0％（平成26年国家公務員給与等実態調査より）となっており、本学の病
院看護師における給与水準が国家公務員より高くなっている大きな要因と
思われる。

　給与水準の妥当性の
　検証

講ずる措置 引き続き適正な給与水準の維持に努める。

（文部科学大臣の検証結果）
給与水準の比較指標では国家公務員の水準未満となっていること等から給
与水準は適正であると考える。引き続き適正な給与水準の維持に努めてい
ただきたい。

（文部科学大臣の検証結果）
法人の看護職員の職員構成と国の職員構成が異なっていること、法人の給
与制度は国家公務員の制度と概ね同様であることから、給与水準は妥当な
範囲内であると考える。引き続き妥当な給与水準の維持に努めていただき
たい。

【国からの財政支出について】
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　60.7％
（国からの財政支出額　110,772百万円、支出予算の総額　182,343百万
円：平成26年度予算）
【累積欠損額について】
累積欠損額　0円（平成25年度決算）

（法人の検証結果）
国からの財政支出の割合は60.7%と高い数値ではあるが、累積欠損額はな
く、対国家公務員の指数の状況等を総合的に勘案して、給与水準は適切
であると考える。

注：上記比較指標は、法人化前の国の教育職（一）と行政職（一）の年収比率を基礎に、平成２６年度の
　　教育職員（大学教員）と国の行政職（一）の年収比率を比較して算出した指数である。なお、平成１９
　　年度までは教育職員（大学教員）と国家公務員（平成１５年度の教育職（一））との給与水準（年額）の
　　比較指標である。

○教育職員（大学教員）と国家公務員との給与水準の比較指標　　【９８．５】

項目 内容



４　モデル給与

５　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

職員の勤務成績を考慮し、昇格、昇給を実施しているほか、勤勉手当の成績率に
反映している。
　　(1)賞与：勤勉手当（査定分）
　　　　　６月１日及び１２月１日（以下「基準日」という。）にそれぞれ在職する職員に
　　　　　対し、基準日前６箇月以内の期間におけるその者の勤務成績に応じて支
　　　　　給割合を決定する。
　　(2)昇給
　　　　　５段階ある昇給区分のうちから、昇給日（１月１日）前１年間におけるその者
　　　　　の勤務成績に応じて昇給区分が決定される。
　　(3)昇格
　　　　　勤務成績が良好な職員で昇格基準に達した者は、その者の資格に応じ上
　　　　　位の級に昇格させることができる。
　　(4)降格
　　　　　勤務成績が不良な場合は、下位の級に降格させることができる。

事務・技術職員
　　○ ２２歳（大卒初任給、独身）
　　　　月額174,200円 年間給与2,567,000円
　　○ ３５歳（主任、配偶者・子１人）
　　　　月額 315,986円 年間給与5,098,000円
　　○ ４５歳（課長補佐、配偶者・子２人）
　　　　月額 414,460円 年間給与6,765,000円

教育職員（大学教員）
　　○ ２７歳（大学院卒初任給、独身）
　　　　月額 302,418円 年間給与4,462,000円
　　○ ３５歳（准教授、配偶者・子１人）
　　　　月額 449,228円 年間給与7,349,000円
　　○ ４５歳（教授、配偶者・子２人）
　　　　月額 574,838円 年間給与9,512,000円



Ⅲ　総人件費について

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

千円 千円 千円 千円 千円 千円

(A)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｂ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｃ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(D)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

総人件費について参考となる事項

Ⅳ　その他

特になし

区　　分

給与、報酬等支給総額
32,714,653 32,636,555 31,574,571 30,845,378 32,675,221

退職手当支給額
2,205,209 4,168,616 3,792,689 1,592,768

非常勤役職員等給与
15,064,430 15,383,688 16,609,838 18,699,505

58,181,278 57,843,48758,187,202

19,882,451

5,709,999 5,998,343 6,204,180 6,705,836 7,167,879

62,136,262

福利厚生費

注：中期目標期間の開始年度分から当年度分までを記載する。

2,410,711

最広義人件費
55,694,291

① 「給与、報酬等支給総額」は、対前年比「5.93%」である。
　これは、国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律（平成24年法律第2号。以下「特例法」とい
  う。）に基づく、国家公務員の給与の見直しに関連した給与減額支給措置を平成25年度で終了したこと、
  また、平成26年人事院勧告に伴う民間給与との格差に基づく給与の引上げ改定を講じたことが大きな要
  因と考えられる。

② 退職手当支給額については、対前年比「51.35％」である。
　これは、平成22年度に実施した教員の定年年齢の段階的引上げ措置に伴い、平成25年度中に定年退職教員が
　いなかったが、段階的引上げ措置が終了した平成26年度は定年退職教員がいたことが大きな要因と考えられ
　る。

③ 「非常勤役職員等給与」は、対前年比「6.33%」である。
　これは、当該職員の一部について講じていた特例法に基づく給与減額支給措置を平成25年度で終了したこと、
　平成26年人事院勧告に伴う民間給与との格差に基づく給与の引上げ改定を講じたこと、また、補助金等の外部
　資金獲得に伴う人員の増加が大きな要因と考えられる。


